
○河内長野市附属機関設置条例（抄） 

平成２４年１２月２１日 

条例第３５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるものの

ほか、市が設置する執行機関の附属機関について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１３８条の４第３項及び第２０２条の３第１項の規定に基づき、そ

の設置及び担任する事務その他附属機関に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市が設置する執行機関の附属機関及び担任する事務は、次のとおりとする。 

(1) 市長の附属機関 

名称 担任する事務 

  

  

河内長野市行財政評価委員

会 

行財政運営に必要な事項及び市の事務事業に対する

評価についての審議等に関する事務 

  

  

(2) 教育委員会の附属機関 （略） 

(3) 農業委員会の附属機関 (略) 

２ 附属機関が担任する事務のうち、特定又は専門の事項について調査審議等をす

るため、分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機関に置くことがあ

る。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、市が設置する附属機関の組織、運営その他

必要な事項は、当該附属機関の属する執行機関が定める。 

附 則 

（略） 

 この条例は、平成２６年２月６日から施行する。 

資料７ 



○河内長野市行財政評価委員会運営規程 

平成２５年４月２６日 

規程第１８号 

公開事業評価（河内長野版事業仕分け）実施規程（平成２３年河内長野

市規程第６号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規程は、河内長野市附属機関設置条例（平成２４年河内長野

市条例第３５号）第２条の規定により設置する河内長野市行財政評価委

員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その他必要な事項を定め

るものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 行財政運営に関すること。 

(2) 外部行政評価対象事業の選定に関すること。 

(3) 外部行政評価対象事業の評価及び評価区分に関すること。 

(4) 前２号に定めるもののほか、外部行政評価について特に必要と認め

る事項に関すること。 

２ 委員会は、前項の所掌事務の審議内容について、市長に報告するもの

とする。 

（組織） 

第３条 委員会の委員は、１０名以内とする。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長がこれを委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 各種団体の代表者 



(3) 市民 

(4) その他市長が必要と認める者 

（委員） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を委員

のうちあらかじめ委員長が指名する委員が代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、必要に応じて市長又は委員長が招集する。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、別に定める部署において処理する。 

（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、委員会について必要な事項は、委

員長が別に定める。 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年２月６日から施行する。 

 


